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主な内容主な内容
•まず気になるニュースをチェック第1部

•残業代請求ビジネス いよいよ本格化第2部

•パートも年金加入へ 流通業はｺｽﾄｱｯﾌﾟでﾀﾞﾌﾞﾙﾊﾟﾝﾁ第3部

•労働基準監督署の指導事例 生の最新情報第4部

•いま改めて問う 管理監督者の定義第５部

第 部 •幹部のあるべき賃金第６部

•店長を経営者にするための賃金見直し第７部

第 部 •客数増手当を出すことで、真剣になってもらう第８部

•一般社員の賃金をきちんと払う第９部

第１０部 •一般社員を時給制にするのも検討に値する第１０部

•この際、労働時間と休日も見直そう １カ月単位変形採用第１１部

第１２部 •店長を独立させて「業務請負」にする選択支もありえる第１２部
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第1部 まず気になるニュースチェック第1部 まず気になるニュ スチェック

大庄を元社員が提訴

全国チェーンの居酒屋「日本海庄や」などを経営する大庄（本社・東京都大田区）
の元男性社員（２４）が、店長としての決定権がなかったのに時間外手当などが払わ
れなかったのは不当として、同社を相手取り、未払いの手当や慰謝料など約５７０万
円の支払いを求め 名古屋地裁に提訴した 訴状によると 男性は２００７年に入社円の支払いを求め、名古屋地裁に提訴した。訴状によると、男性は２００７年に入社
し、４か月後に名古屋市内の店舗で店長となったが、従業員の採用や勤務時間の決定
権はなかった。残業は月１６７～９２時間に及び、１日しか休めない月もあったが、
時間外手当や休日手当は支払われなかった。[読売新聞社 2009年7月9日(木)][ ( )]

「日本海庄や」居酒屋店長らに残業代 「名ばかり管理職」解消で

大庄（本社 東京都）は７日 権限がないのに管理職扱いされる「名ばかり管理大庄（本社・東京都）は７日、権限がないのに管理職扱いされる「名ばかり管理
職」を解消するため、店長や調理長など計約２４５０人に対し、１１月から残業代を
支払う賃金体系に改めると発表した。同社は過去２年分の残業実態を調査し、実際の
残業代が、受け取っていた役職手当を上回っていた約１２００人に対し、１０月末ま
でに差額分計約５億５０００万円を支払うという。

同社によると、残業代を支払う必要がない「管理監督者」としていた名ばかり管理
職は、正社員の８割超に上っていた。[読売新聞社 2009年10月8日(木)]
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コナカ 労働審判で店長に和解金払うコナカ 労働審判で店長に和解金払う
紳士服大手コナカ（本社・横浜市）の店長２人が、店長

としての権限がない いわゆる「名ばかり管理職」だ たとしての権限がない、いわゆる「名ばかり管理職」だった
として、同社に残業代計１２８４万円の支払いを求めた訴
訟は８日、横浜地裁で和解が成立した。金額は非公表だが、
会社側が２人に解決金を支払うことで合意した。

地裁は０８年８月、２人は管理職に当たらないと判断し
たため 労働時間の認定を巡り協議を続けていた 店長側たため、労働時間の認定を巡り協議を続けていた。店長側
代理人の弁護士は「譲歩したが、納得できる金額」と評価
した。

同社は０７年、組織改革で店長を非管理職としたが、今
回の２人のように、それ以前の店長は管理職だったと位置
付けている 同社は和解を受け「紛争の早期解決と業務の付けている。同社は和解を受け「紛争の早期解決と業務の
発展等を総合判断した」とコメントした。

[毎日新聞社 2010年2月10日(水)][毎日新聞社 2010年2月10日(水)]
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店長の残業代 労働審判
３００万円で調停成立 外食チェーン店３００万円で調停成立 外食チェーン店

福井市内の外食チ ン会社の元社員で飲食店店長だ た男性（３福井市内の外食チェーン会社の元社員で飲食店店長だった男性（３
４）が、店長を管理職とみなして同社が残業代などを支払わないのは
違法として、同社に約７６０万円の支払いを求めた労働審判が１５日、
地裁であり 同社が解決金３００万円を支払う とで調停が成立した地裁であり、同社が解決金３００万円を支払うことで調停が成立した。

申立書によると、男性は２００９年２月から１０年２月まで、鯖江
市内の居酒屋などで店長を務め、時間外労働が１か月あたり１００時市内の居酒屋などで店長を務め、時間外労働が１か月あたり１００時
間以上に及んだが、残業代が支払われなかった。

双方の代理人らによると、労働審判委員会が「管理職としての業務
実態はなく 会社側が主張する管理職には当たらない」として残業代実態はなく、会社側が主張する管理職には当たらない」として残業代
にあたる計３００万円の支払いを求めたという。同社代理人は「早期
に円満解決した方が双方のためと判断した」とし、男性は「不当な扱
いを受けている労働者は多くいるはず。労基法を守ってほしい」と話
した。[読売新聞社 2010年9月16日(木)]
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ﾀｲﾑｶｰﾄﾞ押させて残業強要で提訴へﾀｲﾑｶ ﾄ 押させて残業強要で提訴へ
佐川急便福山店（福山市）の社員と元社員の２人が２日、

時間外労働を強 されたと 社を相手 未払 賃時間外労働を強要されたとして、同社を相手取り、未払い賃
金など計約２５００万円の支払いを求める訴えを広島地裁に
起こした。労働基準法上は賃金の請求権は２年で時効消滅す起こした。労働基準法上は賃金の請求権は２年で時効消滅す
るとされているが、「組織ぐるみで違法なサービス残業を強
要しており、民法の不法行為にあたる」として、１０年前に
さかのぼ て請求したさかのぼって請求した。

提訴したのは、社員のＴさん（５８）と元社員の男性（４
４） 訴状によると 早朝出勤をさせられたり タイムカー４）。訴状によると、早朝出勤をさせられたり、タイムカ
ドに退社記録をしてからも残業させられるなどして、竹内さ
んは１日３時間半以上、元社員は２時間１５分以上の時間外
労働をさ られたとされ ９９年 ら竹内さ 約５４０労働をさせられたとされる。９９年から竹内さんは約５４０
０時間分、元社員は約４８００時間分の未払い賃金を請求し
た。[毎日新聞社 2009年10月3日(土)]た。[毎日新聞社 2009年10月3日(土)]
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名ばかり管理職 過労死
大阪の居酒屋社長ら書類送検大阪の居酒屋社長ら書類送検

大阪中央労基署は３日、過労死した男性店長に長時間労働させて
いたとして 飲食店経営会社「Ｉ」（大阪市中央区）と同社社長いたとして、飲食店経営会社「Ｉ」（大阪市中央区）と同社社長
（６０）を労働基準法（労働時間）違反などの疑いで大阪地検に書
類送検した。男性は「名ばかり管理職」で、残業代は支払われず、
月額１万円 役職手当を受け取 ただけだ たと う 同労基月額１万円の役職手当を受け取っていただけだったという。同労基
署によると「名ばかり管理職」の勤務に関する立件は珍しい。

同労基署によると、男性は大阪市中央区の居酒屋で勤務。同社は同労基署によると、男性は大阪市中央区の居酒屋で勤務。同社は
０８年３～９月のうち、１１７日で基準を超える時間外労働（約１
～４時間）をさせ、過去１年間で定期健康診断も行わなかったとし
ている 男性は０８年９月 兵庫県尼崎市内の自宅で２９歳で死亡ている。男性は０８年９月、兵庫県尼崎市内の自宅で２９歳で死亡
した。男性は遺族の申請で２月、「長時間労働による過労死」と労
災認定を受けた。同社社長は取材に「真摯（しんし）に受け止め労
働条件の改善に努めたい」と話した働条件の改善に努めたい」と話した。

[毎日新聞社 2009年12月4日(金)]
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第2部 残業代請求ビジネスいよいよ本格化第2部 残業代請求ビジネスいよいよ本格化
ヤフーのスポンサーサイトには「残業代請求業者」が目白押し

 名古屋サービス残業請求サポート 未払残業代請求を行政書士が徹
底サポート。まずは無料相談から。

 その残業代の請求お待ち下さい！ 残業代の請求でお悩みだった その残業代の請求お待ち下さい！ 残業代の請求でお悩みだった
方々が続々と回収に成功しています！

 残業代請求には準備が必要です 今すぐ残業代請求をしない人も正
しい準備をしておくことが必要ですしい準備をしておくことが必要です

 安心解決！残業代は法○○○は法制度や相談窓口など、有効な解決
策をご提供します。

 残業代未払いなど 仕事のことで困ったらすぐ電話！秘密厳守・相 残業代未払いなど、仕事のことで困ったらすぐ電話！秘密厳守 相
談無料

 サービス残業代の請求は内容証明 残業代の未払い分を正式に請求
する内容証明。全国対応で無料メール相談する内容証明。全国対応で無料メ ル相談

 残業代未払い回収します 専門家が残業代未払い回収します 残業
代手当請求します。
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残業代請求ビジネスの実例残業代請求ビジネスの実例

 依頼者様から、給与明細、残業をしたことを証
する資料などをお預かりし 残業代を計算さする資料などをお預かりして、残業代を計算さ
せていただきます。それに基づき未払残業代請
求書を作成します求書を作成します。

 最初は書留郵便で資料等を添付し、相手方の誠
実な対応を求めます 訴訟をしないで和解でき実な対応を求めます。訴訟をしないで和解でき
るのであれば、双方ともにメリットがあります。

 誠実に対応しない会社に対しては 内容証明郵 誠実に対応しない会社に対しては、内容証明郵
便で正式に通知し、場合によっては訴訟等で決
着を図ります。着を図ります。

 請求書作成報酬 15,000円＋成功報酬 15％
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第3部 パートも年金加入へ
流通業はｺｽﾄｱｯﾌﾟでﾀﾞﾌﾞﾙﾊﾟﾝﾁ流通業はｺｽﾄｱｯﾌ でﾀ ﾌ ﾙﾊ ﾝﾁ

厚生労働省は２１日、パートなど非正規労働者の厚生年金
の加入要件を大幅に緩和する検討に入 た 雇用保険の加への加入要件を大幅に緩和する検討に入った。雇用保険の加

入要件を参考に（１）労働時間が週２０時間以上（２）勤務
期間が３１日以上―の２点に絞り込む方向で、収入を要件に

加えず、中小企業に勤める人も含めることを検討する。少な
くとも１００万人以上の非正規労働者が厚生年金に加入でき、
さらに増える可能性もあると試算しているさらに増える可能性もあると試算している。

また、保険料の基準となる「標準報酬月額」の下限（９万
８千円）を引き下げることも同時に検討。保険料負担を軽減８千円）を引き下げることも同時に検討。保険料負担を軽減
し、払いやすくする。ただ、加入拡大には、経済界からは懸
念の声があり、調整は難航する可能性がある。

菅首相は「非正規の人に制度に入ってもらうことはほとん
ど合意できている」と述べた。 (2011/05/22 中日新聞) 
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第4部 労働基準監督署の指導事例
その①多店舗企業を集めて講習会その①多店舗企業を集めて講習会
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アンケートを実施して指導へアンケートを実施して指導へ
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労働基準監督署の指導事例
その② 名ばかり管理職に残業代支払い命じるその② 名ばかり管理職に残業代支払い命じる

労働基準監督署が店長に対して、残業を支払うよう労働 準監督署 店長 、残業 支払う う
に求める指導は、大手から始まっている。

巨額の残業代の支払いが続々！
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監督指導による賃金不払残業の是正結果（平成２１年度）監督指導による賃金不払残業の是正結果（平成２１年度）

対象事案

平成２１年４月から平成２２年３月までの間に、定期監督及び申告に基づく監督指導等平成２１年４月から平成２２年３月までの間に、定期監督及び申告に基 く監督指導等
を行い、その是正を指導した結果、不払いになっていた割増賃金の支払が行われたものの
うち、その支払額が１企業当たり合計１００万円以上となったものを集計したものである。

割増賃金の是正支払の状況割増賃金の是正支払の状況

是正企業数は６５社、事業場数は２３７事業場、対象労働者数は７，９８７人、支払わ
れた割増賃金の合計額は８億３４１３万円である。企業平均では１，２８３万円、労働者
平均では１０万円である。

そのうち、１企業当たり１，０００万円以上の割増賃金の支払が行われた事案をみると、
是正企業数は９社、対象労働者数は５，２７７人、支払われた割増賃金の合計額は６億５
７５９万円であり、企業平均では７，３０６万円、労働者平均では１２万円となっている。

業種別等の状況

製造業が企業数、支払いを受けた労働者数、支払われた割増賃金額とも最も多く、また、
企業数は少ないものの、支払われた割増賃金額では、金融・広告業が２番目に多くなって業数 少な 、支払わ 割増賃金額 、金融 広告業 番目 多くな
いる。

１企業での最高支払額は、２億８４０４万円（製造業）で、次いで１億２７８１万円
（金融・広告業）、８９３９万円（保健衛生業）の順である
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労働局
平成２１年 申告処理の状況平成２１年 申告処理の状況

【解雇・賃金不払等に関する申告件数が増加】

○ 申告処理件数は2,826件、対前年比19.8％増で、過去10年（平成12年以降）最高の件数。

○ 賃金 払事案 件 解雇事案 件 ずれも（ 成 年以降）最高 件数○ 賃金不払事案2,178件、解雇事案483件でいずれも（平成12年以降）最高の件数。

○ ほぼすべての業種で申告件数が増加し、特に派遣業がここ数年で大幅に増加。（514件（全業種の18.2％）で最も多い。）

１ 平成21年申告処理状況

（１）愛知局全体 申告件数（１）愛知局全体の申告件数

（1） 申告件数 2,826件（前年比467件増、過去10年の最少1,975件（平成18年）と比べ851件の増加。）

（2） 違反率 70.5％

（２）業種別申告件数

派遣業が平成 年 件と比較し 倍以上（ 件増）とな る派遣業が平成14年の216件と比較し、倍以上（298件増）となっている。

（1） その他の事業 737件（前年比82件増） うち派遣業 514件（同52件増）

（2） 商業 414件（同49件増）

（3） 接客娯楽業 403件（同113件増）

（ ） 製造業 件（同 件増）（4） 製造業 322件（同53件増）

（３）業種別違反率

（1） 接客娯楽業 76.0％

（2） 商業 72.6％

（3） 製造業 69 6％（3） 製造業 69.6％

（4） その他の事業 69.1％ うち派遣業 67.8％

（４）主要な申告事項

（1） 賃金不払 2,178件（77.1％）

（2） 解雇 483件（17 1％）（2） 解雇 483件（17.1％）
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第５部 いま改めて問う 管理監督者の定義第５部 いま改めて問う 管理監督者の定義

「管理監督者」は労働条件の決定その他労務管理について経営者と一体的な立場にある者をいい 労働基準法で定められた労働「管理監督者」は労働条件の決定その他労務管理について経営者と 体的な立場にある者をいい、労働基準法で定められた労働
時間、休憩、休日の制限を受けません。
「管理監督者」に当てはまるかどうかは、役職名ではなく、その職務内容、責任と権限、勤務態様等の実態によって判断します。

企業内で管理職とされていても、次に掲げる判断基準に基づき総合的に判断した結果、労働基準法上での「管理監督者」に該
当しない場合には、労働基準法で定める労働時間等の規制を受け、時間外割増賃金や休日割増賃金の支払が必要となります

労働条件の決定その他労務管理について、経営者と一体的な立場にあり、労働時間等の規制の枠を超えて活動せざるを得ない重要

労働時間、休憩、休日等に関する規制の枠を超えて活動せざるを得ない重要な職務内容を有していること

な職務内容を有していなければ、管理監督者とは言えません。

労働条件の決定その他労務管理について、経営者と一体的な立場にあるというためには、経営者から重要な責任と権限を委ねられ
る必要があります

労働時間、休憩、休日等に関する規制の枠を超えて活動せざるを得ない重要な責任と権限を有していること

ている必要があります。

「課長」「リーダー」といった肩書があっても、自らの裁量で行使できる権限が少なく、多くの事項について上司に決裁を仰ぐ必
要があったり、上司の命令を部下に伝達するに過ぎないような者は、管理監督者とは言えません。

現実の勤務態様も、労働時間等の規制になじまないようなものであること

管理監督者は、時を選ばす経営上の判断や対応が要請され、労務管理においても一般労働者と異なる立場にある必要があります。
労働時間について厳格な管理をされているような場合は、管理監督者とは言えません。

賃金等について、その地位にふさわしい待遇がなされていること
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管理監督者は、その職務の重要性から、定期給与、賞与、その他の待遇において、一般労働者と比較して相応の待遇がなされてい
なければなりません。



多店舗展開する小売業、飲食業等の店舗における管理監督者について

小売業、飲食業等において、いわゆるチェーン店の形態により相当数の店舗を展開して事業活動を行う企業における比較的小規
模の店舗にお ては 店長等の少数の正社員と多数のアルバイト パ ト等により運営されて る実態がみられますが の店

もっと詳しく！

模の店舗においては、店長等の少数の正社員と多数のアルバイト・パート等により運営されている実態がみられますが、この店
舗の店長等については、十分な権限や相応の待遇等が与えられていないにもかかわらず労働基準法第41条第2号に規定する「管
理監督者」として取り扱われるなど不適切な事案もみられます。

このため、このような店舗の店長等の管理監督者性の判断に当たっての特徴的な要素について、次のとおり示されています（平
成20年9月9日基発 第0909001号）

下記の内容は、いずれも管理監督者性を否定する要素に関するものですが、これらの否定要素に当たらないものがある
からといって、直ちに管理監督者として認められるというわけではありません。

！

「職務内容 責任と権限」についての判断要素「職務内容、責任と権限」についての判断要素

（1）採用 【管理監督者性を否定する重要な要素】
店舗に所属するアルバイト・パート等の採用(人選のみを行う場合も含む｡)に関する責任と権限が実質的にない場合。

（2）解雇 【管理監督者性を否定する重要な要素】（2）解雇 【管理監督者性を否定する重要な要素】
店舗に所属するアルバイト・パート等の解雇に関する事項が職務内容に含まれておらず、実質的にもこれに関与しない場合。

（3）人事考課 【管理監督者性を否定する重要な要素】
人事考課(昇給、昇格、賞与等を決定するため労働者の業務遂行能力、業務成績等を評価することをいう｡)の制度がある企業
において、その対象となっている部下の人事考課に関する事項が職務内容に含まれておらず、実質的にもこれに関与しない場合。

「勤務態様」についての判断要素

、 対象 部下 事考課 関す 事項 職務内容 含 ず、実質的 関与 場合。

（4）労働時間の管理 【管理監督者性を否定する重要な要素】
店舗における勤務割表の作成又は所定時間外労働の命令を行う責任と権限が実質的にない場合。

勤務態様」についての判断要素

（1）遅刻、早退等に関する取扱い 【管理監督者性を否定する重要な要素】
遅刻、早退等により減給の制裁、人事考課での負の評価など不利益な取扱いがされる場合。

ただし、管理監督者であっても過重労働による健康障害防止や深夜業に対する割増賃金の支払の観点から労働時間の把握や管理
が行われることから、これらの観点から労働時間の把握や管理を受けている場合については管理監督者性を否定する要素とはな
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らない。



（2）労働時間に関する裁量 【管理監督者性を否定する補強要素】

営業時間中は店舗に常駐しなければならない、あるいはアルバイト・パート等の人員が不足する場合にそれらの業務に自ら従事しな
ければならないなどにより長時間労働を余儀なくされている場合のように、実際には労働時間に関する裁量がほとんどないと認めら
れる場合。

「賃金等の待遇」についての判断要素

（3）部下の勤務態様との相違 【管理監督者性を否定する補強要素】

管理監督者としての職務も行うが、会社から配布されたマニュアルに従った業務に従事しているなど労働時間の規制を受ける部下と
同様の勤務態様が労働時間の大半を占めている場合。

（1）基本給、役職手当等の待遇措置 【管理監督者性を否定する補強要素】

基本給、役職手当等の待遇措置が、実際の労働時間数を勘案した場合に、割増賃金の規定が適用除外となることを考慮すると十分で
なく、当該労働者の保護に欠けるおそれがあると認められる場合。

（2）支払われた賃金の総額 【管理監督者性を否定する補強要素】

一年間に支払われた賃金の総額が 勤続年数 業績 専門職種等の特別の事情がないにもかかわらず 他店舗を含めた当該企年間に支払われた賃金の総額が、勤続年数、業績、専門職種等の特別の事情がないにもかかわらず、他店舗を含めた当該企
業の賃金総額と同程度以下である場合。

（3）時間単価 【管理監督者性を否定する重要な要素】

実態として長時間労働を余儀なくされた結果、時間単価に換算した賃金額において、店舗に所属するアルバイト・パート等の賃金額
に満たない場合、特に、当該時間単価に換算した賃金額が最低賃金額に満たない場合は、管理監督者性を否定する重要な要素となる。

長時間労働は健康障害を引き起こす恐れがあります
管理監督者についても、長時間にわたる過重な労働にならないようにしてください。
長時間労働となった場合には、労働安全衛生法に基づき医師による面接指導等の健康管理に係る措置が必要となる場合があります。

！

管理監督者であっても深夜割増賃金・年次有給休暇の特例はありません
管理監督者であっても、深夜業(22時から翌日5時Ｍで)の割増賃金は支払う必要があります。また、年次有給休暇も一般労働者と同
様に与える必要があります。

！

労働基準法の「管理監督者」と労働組合法の「監督的地位にある労働者」とは、異なります。

例えば、人事・労務部課の上級職員などで、人事・労務に関する機密情報に接する地位にある労働者は、労働組合法では「監督的地位
にある労働者」として非組合員になります。しかし、自ら労務管理を行う責任と権限を有していない、勤務時間について厳格な制限を
受けている、賃金等についてふさわしい待遇がなされていないといった場合には、労働基準法の「管理監督者」には該当しません。
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第６部 幹部のあるべき賃金第６部 幹部のあるべき賃金
職位の体系を、いま一度、整備し直す必要がありそ

例 ば 次うです。例えば、次のような形です。

エリアマネジャー＝管理者

店長＝役職者（時間外手当対象者）

一般

18



エリアマネジャーの管理職手当エリアマネジャーの管理職手当

［管理職手当(所定外賃金の代替手当)］［管理職手当(所定外賃金の代替手当)］

管理職にはその責任の重大さを考慮して管理職手当を支給します。
その金額は、その職責並びに労働実態に基づいて取締役会で決定し
ます。また、会社の業績および本人の課題達成度合いを査定した上
で、毎年洗い替えの上で金額を見直し、本人に通知することとしま
す。す。

管理職手当の目安額

職位分として ＝４００００円以上

店舗業績達成分として＝ ０円から４００００円

会社業績達成分会社業績達成分として＝ ０円から４００００円

合計 ＝４００００円から１２００００円
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第７部 店長を経営者にするための賃金見直し第７部 店長を経営者にするための賃金見直し

係長以下の役職者には、その責任の重大さを考慮し
て役職手当を支給します。その金額は、その職責並
びに労働実態に基づいて、会社が額を決めることと
しますします。

係長以下の役職者に対する役職手当は、所定内賃金
として割増賃金の算定の基礎給となりますとして割増賃金の算定の基礎給となります。

店長Ａ １５０００円 （利益の達成率が良い）

店長Ｂ １００００円 （利益の達成率が並み）

店長Ｃ ５０００円 （利益の達成率が良くな
い）
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第８部 客数増手当を出すことで、
真剣になってもらう真剣になってもらう

客数増手当は、客数が前年同月よりも増加した月に
支払うこととします。その金額は、全社員とも月額
３０００円とします。

例：1月の客数が前年同月よりも増えた場合、3月に
「1月分」の２０００円を支給します。
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昇進と業績を賃金にリンクさせた例昇進と業績を賃金にリンクさせた例
エリアマネジャー

基本給２５００００円＋客数増手当３０００円＋職位分 ５基本給２５００００円＋客数増手当３０００円＋職位分＝５
００００円＋店舗業績達成分５００００円＋会社業績達成分
５００００円＝４０３０００円

店長

基本給１９００００ 客数増手当３０００ 役職手当１基本給１９００００円＋客数増手当３０００円＋役職手当１
５０００＋時間外手当（仮に４０Ｈ分として）６０１１６円
＝２６８１１６円

一般

基本給１６００００円＋客数増手当３０００円＋時間外手当
（仮に４０Ｈ分として）４７１１０円＝２１０１１０円
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第9部 一般社員の賃金をきちんと払う第9部 般社員の賃金をきちんと払う
例えば、こんな事例はありませんか？

基本給１２１１００円（時給７００円×１７３Hに相当）＋みなし残基本給１２１１００円（時給７００円×１７３Hに相当）＋みなし残
業代３５０００円（７００円×１．２５×４０Ｈ）＝１５６１００
円

×パートの時給よりも低いから問題

せめてパートの時給に合わせるべし。パートの時給が８００円だと
すると、次のようになる。

基本給１３８４００円（時給８００円×１７３Hに相当）＋みなし残基本給１３８４００円（時給８００円×１７３Hに相当）＋みなし残
業代４００００円（８００円×１．２５×４０Ｈ）＝１７８４００
円

ここがポイント！

給与アップは、賞与ダウンで対応しても、法的には問題なし給与アップは、賞与ダウンで対応しても、法的には問題なし
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第１０部 一般社員を
時給制にするのも検討に値する時給制にするのも検討に値する

例えば、こんな事例はありませんか？

みなし残業代として月間◎時間分を定額で出している。
規程では、その超過分は別途支払うことになっているが、
実際には出ていない実際には出ていない。

～～例～～

基本給１３８４００円（時給８００円×１７３Hに相基本給１３８４００円（時給８００円×１７３Hに相

当）＋みなし残業代４００００円（８００円×１．２５
×４０Ｈ）＝１７８４００円×４０Ｈ） １７８４００円

ここがポイント！ここがポイント！

一般社員の賃金を時給制にして、時間外手当を支払って
しまうのも検討に値する。しまうのも検討に値する。
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第1１部 この際、労働時間と
休日も見直そう １カ月単位変形採用休日も見直そう １カ月単位変形採用

（労働時間）

第三十二条第三十二条

使用者は、労働者に、休憩時間を除き一週間について四十時間を超
えて、労働させてはならない。

２使用者は 週間 各日に は 労働者に 休憩時間を除き 日２使用者は、一週間の各日については、労働者に、休憩時間を除き一日
について八時間を超えて、労働させてはならない。

第三十二条の二

使用者は、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合があ
る場合においてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がる場合にお てはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合が
ない場合においては労働者の過半数を代表する者との書面による協定に
より、又は就業規則その他これに準ずるものにより、一箇月以内の一定
の期間を平均し一週間当たりの労働時間が前条第一項の労働時間を超え
な 定 を た き 条 規定 わ ず 定 特ない定めをしたときは、同条の規定にかかわらず、その定めにより、特
定された週において同項の労働時間又は特定された日において同条第二
項の労働時間を超えて、労働させることができる。
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１ヶ月以内単位の変形労働時間制１ヶ月以内単位の変形労働時間制
変形期間中の所定労働時間の総枠は、１ヶ月以内の期間を平均して１週間当りの労

働時間が40時間を超えないようにする必要があります。働時間 時間 超 う す 必要 あり す。

変形期間中の所定労働時間の合計を次の計算式による時間の範囲内に収めなければ
なりません。

４０時間×変形期間の暦日数÷７日

この式で計算した時間が 変形期間中の所定労働時間の合計の上限になりますこの式で計算した時間が、変形期間中の所定労働時間の合計の上限になります。

所定労働時間が40時間の場合

31日の場合 177.14時間

30日の場合 17１.42時間

29日の場合 165.71時間

28日の場合 160.00時間28日の場合 160.00時間

なお、変形期間は１ヶ月以内とされており、１ヶ月単位のほかに、半月（15日間）
でも可能です。また 1週間単位でも可能です。でも可能です。また、1週間単位でも可能です。
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あらかじめ始業・終業を特定することあらかじめ始業・終業を特定すること

各日、各週の労働時間の特定

１ヶ月単位の変形労働時間制を採用する場合
には、労使協定等により、変形期間におけるには、労使協定等により、変形期間における
各日、各週の労働時間を具体的に特定する必
要があります。要があります。

１ヶ月単位の変形労働時間制は、あらかじ

め就業規則等で各日の労働時間が具体的に定め就業規則等で各日の労働時間が具体的に定
められているものであり、使用者が業務の都
合によ て任意に労働時間を変更するような合によって任意に労働時間を変更するような
ものはこれに該当しません。
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就業規則の記載例 勤務時間就業規則の記載例 勤務時間

毎月 日を起算日とする１ヵ月単位の変形労働時間制を採用し、１週
間当たりの所定労働時間は、１ヵ月間を平均して週４０時間を超えない
ものとします 始業 終業の時刻および休憩時間は次の通りとしますものとします。始業、終業の時刻および休憩時間は次の通りとします。

始業 終業 うち休憩

① 時 分 時 分 分

② 時 分 時 分 分

③ 時 分 時 分 分

休日は 交代制により月○日以上とします休日は、交代制により月○日以上とします。

会社は変形期間の初日の１週間前までに勤務割表を作成し、従業員に通
知するものとします。
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就業規則の記載例 休日就業規則の記載例 休日

休日は毎月 日を起算日とする変形労働時間制休日は毎月 日を起算日とする変形労働時間制
により、毎月○日以上とし、１ヵ月を平均して所定
労働時間が週４０時間を超えない範囲で定めるもの
とします。

会社は毎月 日までに翌月の休日表を作成して
従業員に通知します。
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曜日によって異なる勤務時間の例曜日によって異なる勤務時間の例
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第1２部 店長を独立させて
「業務請負」にする選択支もありえる「業務請負」にする選択支もありえる

店長に独立して頂いて、本部とＦＣ契約を結ぶのも、検討に値しま
す それを行いますと 任意適用事業所になりまして 社会保険へす。それを行いますと、任意適用事業所になりまして、社会保険へ
の適用から外れることがありえます。

強制適用事業所とは 次のいずれかに該当する事業所を指します強制適用事業所とは、次のいずれかに該当する事業所を指します。

・法定の16業種の事業所であって、常時5人以上の従業員を使用す
る個人経営の事業所

※法定の16業種には「物の販売又は配給の事業」が含まれる

任意適用事業所とは 強制適用事業所以外の事業所を指しますが任意適用事業所とは、強制適用事業所以外の事業所を指しますが、
具体的には次のような事業所が該当します。

・法定の16業種の事業所であって、常時5人未満の従業員を使用す
る個人経営の事業所る個人経営の事業所

・法定の16業種以外の個人経営の事業所。※法定16業種以外とは
「接客娯楽業（飲食店、旅館、理美容業など）」が含まれている。
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ご清聴ありがとうございましたご清聴ありがとうございましたご清聴ありがとうござ ましたご清聴ありがとうござ ました

明日の経営に生かしましょう明日の経営に生かしましょう明日の経営に生かしましょう明日の経営に生かしましょう

ご意見、ご感想、お問い合わせは
TEL；0776（57）1380
FAX；0776（57）1370FAX；0776（57）1370
MAIL;hashi@hatarakigai.co.jp

◍◍お客様の会社がうまくゆきます◍◍◍◍◍◍お客様の会社がうまくゆきます◍◍◍◍

㈲ 働きがい研究所
福井県の賃金･退職金､就業規則､社員研修
福井市西開発1丁目2508野坂第2ビル201
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福井市西開発1丁目2508野坂第2ビル201

URL; http://www.hatarakigai.co.jp
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